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2020.2.27 

 

令和２年第１回定例（３月議会）市議会一般質問最終 

 

中津市議会議員 大塚 正俊 

１．中津市の財政は大丈夫か 

昨年 11 月 26 日、杵築市は、「令和 5 年度に国の財政再生団体に転落する恐れがあ

る」として 3 年間の緊急対策の原案を公表しました。財政調整基金が激減しており「この

まま推移すれば令和 4 年度には枯渇する」と説明し、全ての既存事業を抜本的に見直すこ

ととし、年間 10 億円の削減を目標としています。 

財政の柔軟性を示す「経常収支比率」は、平成 30 年度決算で 100.9％となり、

100％超えは自由に使える一般財源から社会保障費など経常的な経費を賄えないことを意

味しています。経常収支比率は平成 27 年度の 90.7％から平成 29 年決算で 98.5％に達

し、わずか 3 年で 10 ポイント上昇しました。 

平成 30 年度決算における杵築市の地方自治体の財政の健全度を測るものさしである財

政健全化判断比率の実質赤字比率はマイナス、連結実質赤字比率もマイナス、実質公債費

比率は早期健全化基準（イエローカード）25％に対して 10.6％、将来負担比率は早期健

全化基準 350％に対して 46.6％と４つの指標はすべて基準内となっており、財政破たん

を監視するための指標にはなり得ていないことが露呈しました。 

杵築市の説明会資料によれば、杵築市の財政は、子ども・子育て制度の充実に伴う負担

の増加、障がい者の自立支援の充実、生活保護扶助費の増加など少子高齢化、貧困対策な

どによる社会保障経費の増加、昭和５０年代から一部事務組合方式で行ってきた共同事務

に係る施設の更新需要（藤ケ谷清掃センター、消防組合本庁舎、秋草葬祭場など）による

一部事務組合負担金の増加、事務事業の多様化に伴う職員数の増による人件費の増加など

により経常的経費が大幅な増加をする一方、歳入では、普通地方交付税が合併算定替えの

終了により平成27年度から段階的に削減されたことなどにより経常的収入も減少してきま

した。 

更に、合併特例債の発行期限が迫るなか、活用できる財源があるうちに懸案となってい

た大型事業（錦江橋改良事業、杵築中学校改築事業、市立図書館改築事業、学校給食セン

ター改築事業等）を実施すべきであるとの考え方から、短期間で集中して実施してきたこ

とにより、今後、公債費の増加は必至であり、後年度の財政運営の大きな課題となってい

ます。としています。 

 今回の杵築市の財政悪化の報道を受け、皆様方から中津市の財政は大丈夫かとの声が寄

せられています。 

（１）財政再生団体に転落する危険性 

中津市における平成 30 年度決算の財政健全化判断比率の実質赤字比率はマイナス、連

結実質赤字比率もマイナス、実質公債費比率は早期健全化基準（イエローカード）25％に

対し 5.7％、将来負担比率は早期健全化基準 350％に対して 36.9％と４つの指標はすべ

て基準内となっています。しかし、経常収支比率は平成 21 年度決算の 89.5％に対して

平成 30 年度決算では 96.6％と年々増加傾向にあり、財政の硬直化「家計に余裕がない
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状態」になっています。平成 30 年度決算における財政調整基金残高は 38.8 億円と目標

である 25 億円以上を確保できていますが、職員退職手当基金や地域振興基金などのその

他の基金の取り崩しがここ数年で加速化し、平成 21 年度決算残高の 92.8 億円に対して

平成 30 年度決算では 65.1 億円となっています。 

そこで、中津市の財政再生団体に転落する危険性について伺います。 

 

（２）財政運営の基本的な方針 

財政健全化判断比率の指標が基準内だからと言って決して「健全」とは言いきれませ

ん。地方自治体はこの数値だけで安心することなく、しっかりと将来を見据えた財政運営

を行なわなければなりません。そこで、財政の健全化に向けた中津市の財政運営方針につ

いて伺います。 

 

②中津市行政サービス高度化プランにおける令和 3 年度末における財政調整基金の 25 億

円以上の確保、普通会計の市債残高 400 億円以下の達成は可能かどうか伺います。 

 

③平成 17 年の合併以降の地方債元利償還額のピークは平成 28 年度の約 55.7 億円、そ

れ以降は減少傾向となっており、平成 30 年度決算では約 51.6 億円となっています。そ

こで、令和元年度（決算見込み）と令和 2 年度当初予算における地方債元利償還額を伺い

ます。 

 

④引き続き地方債元利償還額を減らしていく必要がありますが、令和 3 年度以降、令和 2

年度当初予算における地方債元利償還額上回る年度はあるのか。 

 

（３）持続可能な財政運営に向けて 

中津市の経常収支比率は平成 21 年度決算の 89.5％に対して平成 30 年度決算では

96.6％と年々増加傾向にあり、必ず支払わなければならない義務的経費が増加し、新たな

政策への投資が出来なくなる「お金がない」状態になりつつあります。一般的には、70～

80％は適正、80～90％は弾力性をやや欠く、90～100％は弾力性を欠く、100％以上

は硬直化＝新たな投資ができないとされています。 

そこで、経常収支比率を低下させる方策について伺います。 

 

②杵築市の財政悪化の最大の原因は、短期間に大型事業を実施し、その起債償還額（借金

返済）が大きく膨らんだことにより財政破たんの危険性が高まったと分析しています。合

併による地方交付税の優遇措置が終了し、地方交付税や税収が減少してくる中、市長に大

型事業はやめましょうとストップをかけられなかったことに問題があったのではと考えま

す。そこで、奥塚市長は特に財政に詳しいのでこんな無理はしないと思いますが、仮に大

型事業を実施すると言い出した時に、市役所内では誰が市長にストップをかけるのかお聞

きします。 
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③成熟社会の自治体行財政運営としては、新たに建設事業を行うのではなく、既存インフ

ラの維持管理に力を入れ、長期にわたって活用する政策が必要になります。つまり、ハー

ド事業の投資的経費を増やすより維持補修費を充実させ、環境や社会教育、地域福祉など

ソフトな行政サービスへ転換することです。 

そこで、令和元年 3 月に公表した財政推計では令和 2 年度以降の普通建設事業費を 55

億円に縮減するとしていますが、さらに圧縮して平成 30 年度決算額の約 50 億円（一般

財源充当額 9 億円）以下、第 1 期中津市行財政改革５ｶ年計画」に係る財政推計の 45 億

円（一般財源充当額 8 億円）以下に縮減すべきと考えますが如何ですか。  

 

 

２．合併処理浄化槽の普及にむけて 

中津市の公共下水道事業は、公共用水域の水質保全や住生活環境の改善、内水面の浸水

対策等を目的に現在整備中の旧中津市と事業完了している旧三光村・旧山国町の計3処理

区で事業を行っています。 

中津処理区は、昭和54年3月に第1期事業計画として312haの事業認可を受け事業に着

手し、昭和61年4月に供用開始を行いました。事業の進捗により区域を拡大しながら現

在、第6期計画として全体計画2,588ha、事業計画1,434haの整備を行っています。 

平成31年3月末現在、公共下水道の整備率は認可区域内で約58％となっており、認可

区域内(1434ha)に下水道が普及するのに10年から20年、事業費約80億円、下水道全体

区域（2588ha）では50年から60年、事業費約400億円が必要と試算されています。 

（１）下水道全体計画と認可区域の見直し 

 昨年11月、市内3か所において公共下水道区域の見直し（案）について説明会を開催し

ましたが、今回の全体計画、認可区域の見直しの概要と見直しに至った経過、説明会で出

された意見について伺います。 

 

②中津市の下水道特別会計の一般会計からの繰入額は平成30年度決算では約9.3億円、地

方債残高は約135億円、起債償還額は約7.4億円となっており、工事等に要する資本費は

もとより、下水道使用料で維持管理費も賄えない実態にあります。このまま事業を継続・

拡大することは一般会計を圧迫することとなります。今回の見直しにより平成３０年度決

算の一般会計繰入金約9.3億円はどの程度削減することが可能となるのか伺います。 

  

（２）公共浄化槽（市町村設置型）の検討 

今回の見直し区域（凍結区域）は、公共下水道区域から合併処理浄化槽区域に汚水処理

計画を変更し、下水道を整備しない区域は合併処理浄化槽へ転換することとなります。 

個人設置型の合併処理浄化槽では、浄化槽設置にかかる個人負担が総事業費の約60％

（改築36％）となることから、国は公共浄化槽（市町村型）に対して循環型社会形成推進

交付金制度（個人負担1/10、市町村17/30、国1/3）を創設しています。 

市町村設置型は、宅内配管（トイレ等の改修を除く）と合併処理浄化槽設置を市町村が

実施し、維持管理も市町村が実施するものです。 

公共用水域の保全を目的として合併処理浄化槽の整備を促進するこの制度の導入につい
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て伺います。 

 

（３）下水道への接続と合併処理浄化槽の設置に係る経費 

 個人が合併処理浄化槽を設置する場合と下水道へ接続する場合では、整備に要する事業

費と個人負担額に開きがあり、その差額を埋める支援が必要と考えます。 

 そこで、1 戸当たりの下水道整備にかかった費用と合併処理浄化槽設置に係る経費、そ

の内訳、またそれぞれの個人負担額について伺います。 

 

②1 戸当たりの下水道整備にかかった費用は合併処理浄化槽の 3 倍以上になります。下水

道事業はそれだけお金がかかることがわかります。また、個人負担は、合併処理浄化槽設

置の方が高くなります。現在の 5 人槽 332,000 円（改築の場合 532,000 円）の補助額

の引き上げが必要と考えますが如何ですか。 

 

③現在、下水道区域、農業集落排水区域、小規模集合排水区域以外の区域で家を新たに建

てる場合は、必ず合併処理浄化槽を設置するように義務化されているのか伺います。 

 

④合併処理浄化槽の設置に係る経費に含んでいない土地改良法に基づく土地改良区に支払

う水路使用料・調査手数料等（大井手土地改良区 102,500 円、荒瀬土地改良区 7 万円）

については、下水道事業を廃止した区域については市が負担すべきと考えますが如何です

か。 

 

⑤浄化槽を設置する地区によっては、土地改良区とは別に地元負担金等を徴収している団

体があるそうですが、市はその実態を把握しているのか伺います。 

 

⑥ちなみに、新築や浄化槽の改築の際、合併処理浄化槽の設置について放流同意の提出は

求めているのか伺います。 

 

⑦昭和 63 年 10 月 27 日付、厚生省浄化槽対策室長通知「いわゆる放流同意問題につい

て」第 3 号では、「地域住民の慣習として放流同意が存在する場合には、浄化槽に対する

理解、知識の普及を図り、不合理な放流同意の解消に努められたいこと。」と通知されてい

ます。地元負担金等を徴収している団体の有無を調査したうえで、指導すべきと考えます

が如何ですか。 

 

（まとめ）市も地元負担金を徴収している実態をつかんでいるようですが、土地改良区の

放流同意の際、印鑑を押している自治委員、土木員は市長が委嘱している方です。不合理

な放流同意の解消にむけて、「浄化槽設置に対して、地元協力金と称してお金を徴収しては

いけません」と指導すべきと考えます。 

（４）下水道使用料と合併処理浄化槽の維持管理経費 

 合併処理浄化槽を設置すると浄化槽法第 11 条に基づく法定検査に 5000 円、年 3 回

以上の維持管理点検、汚泥抜き取りで約 35,000 円、電気代約 10,000 円、ブロアーの
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修理等を除いて年間約 50,000 円（月額約 4,160 円）の費用が発生します。一般家庭の

平均水道使用量は 18㎥／月なので、下水道使用料は 2,948 円（年額 35,376 円）とな

ります。その差額は月額約 1,200 円、年間約 14,600 円となります。下水道に接続でき

ずに合併処理浄化槽を設置したご家庭には、この差額分を補助すべきと考えますが如何で

すか。 

 

②令和 2 年度一般会計の合併処理浄化槽設置整備補助金が 8,800 万円に対して、下水道

事業会計には約 8 億 3,400 万円の補助金、農業集落排水事業特別会計には 2 億 4,138

万円の一般会計繰入金として莫大な予算が投入されています。この不公平を是正する必要

があります。 

 そこで、浄化槽法 11 条検査の受検率が約 73％となっており、公共用水域の保全を図

るため、適正な浄化槽の維持管理を指導する観点から、当面この 11 条検査費用の 5000

円／戸だけでも助成すべきと考えますが如何ですか。 

 

 

３．市役所、消防本署の災害への備え 

 近年、東日本大震災や熊本地震、ゲリラ豪雨の発生、また、今後発生が予想される南海

トラフ巨大地震などの大規模災害等に対して、地域の防災拠点としての機能を果たす庁舎

や消防本部の在り方が問われています。 

昨年 10 月の台風 19 号による洪水で宮城県丸森町役場が浸水し、防災拠点としての機

能不全となった事案が発生しました。国土交通省の地点別浸水シミュレーション検索シス

テム」（想定最大規模）によると、三口の堤防が決壊（破堤）した場合、消防本署で約 50

㎝、市役所で 3.0ｍの深さまで浸水する推計となっており、防災拠点としての機能を果た

せるかどうか不安を感じています。 

（１）山国川の堤防決壊、停電への備え 

そこで、豪雨による堤防決壊や台風・地震等による停電に対応できる各種行政データー

の保存、自家発電、空調設備、公用車、消防資機材の災害への備えはどのようになってい

るのか伺います。 

 

②災害対策本部が設置される市役所や災害対応の最前線となる消防本署は、防災拠点とし

ての機能を果たすことができるのか伺います。 

 

（２）消防本署の移転計画 

消防本署は、山国川の堤防決壊等で浸水の恐れがあり、老朽化（築 45 年）しており、

浸水想定のない、安全で機動的な場所に移転すべきと考えます。 

具体的には、永添総合運動公園東側の残土置き場への移転を考えています。消防本署の

建物、駐車場、訓練場所を除いて、通常は運動公園の駐車場として使用し、災害時には災

害対応の拠点となる広場、駐車場として活用してはどうかと考えますが如何ですか。 


